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は じ め に

２０１３（平成２５）年に「アルコール健康障害対策基

本法（法律第１０９号）」（以下，本法という。）が公示

され，本法はその第１条に「酒類が国民の生活に豊か

さと潤いを与えるものであるとともに，酒類に関する

伝統と文化が国民の生活に深く浸透している一方で，

不適切な飲酒はアルコール健康障害の原因となり，ア

ルコール健康障害は，本人の健康の問題であるのみな

らず，その家族への深刻な影響や重大な社会問題を生

じさせる危険性が高いことに鑑み，アルコール健康障

害対策の基本となる事項を定めること等により，アル

コール健康障害対策を総合的かつ計画的に推進して，

国民の健康を保護し，安心して暮らすことのできる社

会の実現に寄与する」ことを目的としている１）。

さらに，これらのアルコール健康問題に関する対策

に「アルコール健康障害対策推進基本計画（第１期）」

（以下，基本計画（第１期）とする。）の策定（２０１６

年６月１日施行）を位置づけている２）。

また，基本計画（第１期）は，２０１６年を初年度とし

て５年間を対象とし，２０２１年から「アルコール健康障

害対策推進基本計画（第２期）」（以下，基本計画（第

２期）という。）の策定がすすめられており，基本計

画（第２期）では，①アルコール健康障害対策推進基

本計画について，②基本的な考え方，③アルコール健

康障害対策推進基本計画で取り組むべき重点課題，④

基本的施策，⑤推進体制等の５つで構成され，その中

において，依存症の社会復帰支援に関して，依存症当

事者の就労・復職に際しては，職場を含む社会全体に

おいて，依存症に関する理解が不足しているため，支

援制度の利用につながりにくいと考えられることか

ら，「依存問題に関する相談者が適切な支援につなが

るよう自助グループ及び回復支援施設を活用する」こ

ととし３），さらに依存症の回復においては，「自助グ

ループ及び回復支援施設の役割や意義を広く啓発し，

社会全体での自助グループに関する認知度を高める」

ことを挙げている４）。上述の通り，これらの自助グ

ループ及び回復支援施設は，依存症の回復支援におい

て重要な役割を果たし，その普及と活用が期待されて

いる。

社会的要請に対応する有益な社会資源において依存

症者の地域での回復に関する状況について把握する必

要がある。本稿では，依存症者に対する自助グループ

及び回復支援施設の利用における回復の現状ならびに

概況について紹介する。

わが国でのアルコール依存症者の予後
研究
松下（２０１２）は，入院治療を受けたアルコール依存

患者の退院後の断酒率を調査した結果，治療後「２～

３年」で２８～３２％，「５年前後」で２２～２３％，「８

～１０年」で１９～３０％であった５）。治療後２～３年の

断酒率は３０％前後を示しており，５年以降ではおおむ

ね２０～３０％で安定すると考えられる。

厚生労働省による調査では，全国にある断酒会の会

員約９,０００名に対し，断酒率を調査した結果，「１年以

上～３年未満」が１５.２％，「３年以上～５年未満」が

１１.３％，「５年以上」が５６.６％であった６）。断酒会入会

後の断酒率は５年以降から上昇する傾向がみられた。

ＡＡ日本ゼネラルサービスの報告によると，全国に

あるＡＡ（AlcoholicsAnonymous：アルコホーリク

ス・アノニマス（以下，「ＡＡ」という。））のメンバー
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計１,９０９名に対し，断酒率を調査した結果，「１年から

３年未満」１３.２～６.２％，「３年から５年未満」５.７～

４.８％，「５年から７年未満」３.９％，「７年から９年未

満」３.２～３.１％，「１０年から１２年未満」２.８～２.４％，

「１２年から１４年未満」２.１～２.６％，「１５年から１９年

未満」２.１～１.３％，「２０年以上」１４.２％であった７）。Ａ

Ａ入会以降の断酒率は年々わずかに減少し，６年以降

は４％以下となるが，２０年以降では上昇する傾向がみ

られた。

嶋根ら（２０１８）は，全国にあるダルク（ＤＡＲＣ：Drug

AddictionRehabilitationCenter（以下，ダルクとい

う。））のうち４６団体，計６９５名（うちアルコール依

存は２４.５％）のダルク利用者に対し，断酒率を調査し

た結果，「６か月後」８０％，「１２か月後」６７％，「１８か

月後」６１％，「２４か月後」５６％であった８）。ダルク入

所後早期の断酒率は高く，それ以降は減少する傾向が

みられた。

この結果から，アルコール依存症者は入院治療後，

自助グループまたは回復支援施設を利用しないケース

でもおおむね３０％前後が断酒できている。断酒会や

ＡＡを利用した場合では，断酒できている者が少数

（１.３～１３.２％）に留まるものの，断酒会においては

５年以上，ＡＡにおいては２０年以上の長期に渡って通

所した場合は，その後の断酒できている者の割合は増

加する。ダルクを利用した場合，早期はより断酒して

いる者は多い。この報告から自助グループに通所する

期間が長いほど断酒率は上昇し，回復支援施設に入所

した場合，特に早期は高い断酒率を示している。ま

た，入院治療後に自助グループならびに回復支援施設

を利用しなかった者に比べ，自助グループに長期に通

所した者と回復支援施設に入所した者の方が高い断酒

率を示している。

自助グループ及び回復支援施設

１．断酒会

全日本断酒連合会は１９６３（昭和３８）年に結成され，

「１県１断酒会」を標榜し，全国各都道府県に加盟断

酒会・連合会があり，国内９ブロック，関連団体をあ

わせると，その総数は約６５０団体，会員数約８,０００人

にものぼり，日本最大の自助組織となっている９）。事

業目的は「酒害に関する社会啓発と地域の断酒組織の

結成を促す等の事業を行い，酒害の及ぼす社会悪の防

止と広く社会福祉に寄与する」ことを目的としてい

る１０）。断酒会はアルコール依存症者が集まり，アル

コール依存症からの回復と再発防止に努める団体であ

る。断酒会で行われる例会は，通常「記念祈祷」から

はじまり，「断酒の誓い」を全員が声を出して朗読し，

酒害体験を「言いっぱなし」で語る・「聞きっぱなし」

で聞くことをメインとした「体験発表」，「断酒の歌」

の合唱，そして参加者全員が連鎖握手をし，断酒の決

意を確認し合う，といった流れで行われる。また断酒

会には，「アメシスト」と呼ばれる女性会員のみの会も

存在する。断酒会では，その回復のステップとして成

育歴や，断酒継続体験，追体験など自らの「酒害体験」

を語ることによって自己洞察を高め，さらに他者の酒

害体験を傾聴し，話を批判などせずに聞く，などと

いったいわゆる「酒害相談」をすることで仲間の体験

を受け入れ，これらの自覚と一体感が断酒継続の原動

力になるとしている。

２．ＡＡ（AlcoholicsAnonymous：アルコホーリクス・
アノニマス）

ＡＡは，「匿名依存症者の会」などと呼ばれ，メン

バーをアノニマスネームというニックネームで呼び合

い，本名や職業など個人的な情報は明かさないことを

特徴としている。なぜ匿名であるかの理由について

は，名前などを名乗ることを避けることで偏見や防衛

を図ることや，メンバー間での上下関係が生じる可能

性を排するためであると言われている。日本では

１９５７年に兵庫県でスタートしたのが始まりだといわ

れており，ＡＡの特徴は①匿名性，②非組織性，③献

金性で運営され，国内でのグループ数は６００以上，メ

ンバー数は５，７００人以上とされるが，匿名であるため

推定値となっている１１）。ＡＡではアルコールを断つた

めのプログラムとして，主としてＡＡミーティングが

行われており，ミーティングでは，「飲酒による過去の

経験」や「飲酒による自分の人生の変化」，「回復する

ために取り組んだこと」，などの自身の体験を話す「ク

ローズドミーティング」や，その体験を初期メンバー

の回復の経験に基づきプログラムとして作成された

「１２ステップ」といわれる１２の手順で示し，そのス

テップの１つについてメンバーと分かち合う「ステッ

プミーティング」などが行われている。ＡＡ日本ゼネ

ラルサービスにオフィスによれば，これらのＡＡプロ

グラムは「もうひとりのアルコホーリクスに自らの経

験を伝えることを目的とし，その日一日の断酒だけを

考えることが基本的なもの」であるとし１２），これらを

積み重ねることの実践により，飲酒をしない生き方に

つながるとしている。
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３．ダルク（ＤＡＲＣ：DrugAddictionRehabilitation
Center）
ダルクは，薬物依存症者が共同生活をしながら依存

症からの回復をはかるための入所施設である。日本で

は１９８５年に東京都で設立され，現在，国内では５９ヶ

所の運営母体によって９５施設が運営されている１３）。

ダルクのスタッフは主に依存症当事者によって運営さ

れ，施設内部でおこなわれるミーティングと地域で実

施される外部のミーティングに参加することを日課と

している。実施されるプログラムは，各施設の独自性

に委ねられているが，各施設でも共有されるプログラ

ムが，ＡＡと同様，「１２ステップ」という手法で行わ

れている。ダルクではその一部に「治療共同体モデル

（ＴＣ：TherapeuticCommunity）」を取り入れる施

設も存在している１４）。この治療共同体独自の構造は，

共同で生活する期間を数か月ごとに区分し，それぞれ

の区分ごとに共同生活の上で必要となる，食事，清掃，

仲間のサポートなどの役割をもち，区分が上がるにつ

れ所持物や自由行動の範囲などの自由も増加する仕組

みとなっている。一方で問題行動に対しては，権限の

段階を減少する仕組みが設けられている。ダルクの目

的は薬物をやめたい仲間の手助けをし，「どんな薬物

依存者でも，プログラムに従って徹底的にやれば必ず

回復できる」とのメッセージを伝えるというテーマを

もちながら，その日一日だけは物質を使わず依存と向

き合い，さらには単に長期間，物質を使わないことだ

けを回復とするのではなく，依存下によって「少しず

つ悪化した社会的，身体的，精神的，霊的（スピリチュ

アリティ）な部分の回復」によって多様な気づきをも

たし，この効果をともなうことにより回復につながる

と加藤（２０１８）は述べている１５）。

お わ り に

今日，依存症の治療に対し，薬物治療でのみ有効な

治療法は確立されておらず，また，依存症は，一度発

症すると完治はせず生涯持続する病気特性であること

から，アルコール依存症から回復するためには長期間

にわたり飲酒をやめ続けることが必須となる。その回

復に必要な要素となるのは，依存症者を取り巻く社会

環境，とりわけ情緒的な人間関係や安定的な経済状

況，さらには社会資源の有効活用等の状況が回復に与

える影響が多いと考えるのが一般的である。これまで

にあげた自助グループや回復支援施設は，そのどれも

が当事者自らが回復する目的として生まれており，ま

た回復そのものに長期的な期間を要するため，日々の

生活を営む地域社会に密接しながら継続して活用でき

る社会資源が重要となる。しかしこれらの社会資源

が，一般社会からその認知度や回復の有効性が十分に

知られているとは言い難い。基本計画（第２期）では，

計画全体で特筆すべきこととして「連携」というキー

ワードが多く使われている。本稿と関連するものとし

ては，地域社会資源の活用に関して，地域でのあらゆ

る関係者や関係機関との幅広い連携が計画の中で求め

られているところである。今後はその連携を通じ，地

域社会全体に依存症に関する社会資源の意義や役割，

認識を促す取り組みを通じてその活用を広げることに

より，一人でも多くの依存症者が回復に繋がる仕組み

づくりが重要である。
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